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デジタル臨時行政調査会事務局

テクノロジーマップ整備に向けた
技術検証・評価ワーキング・グループ

の開催に向けて

デジタル臨時行政調査会 作業部会（第12回）



これまでの議論

技術的検証：デジタル技術を活用しアナログ的な規制の見直しの検討を行うために、現場等で実証し、安全性や実
効性等の観点から、規制の趣旨・目的を果たすための基準等を満たすか確認すること

⚫ デジタル技術の活用に当たっては、安全性の担保も重要であるため、確かな実証が必要。
⚫ デジタル技術の安全性や実効性等の確認が行われないことによる規制の見直しの停滞を避けるため、

技術的検証に係るコスト等を低減させることで、より容易に技術的検証を実施できる環境を整備す
る必要がある。

⚫ ある特定の規制対応に活用可能な技術は、他の規制対応や類似の業務プロセスにも応用できる可能
性が高い。

AI技術による診断
（鉄塔の状態、障害箇所等）

ドローンに搭載された
高精度カメラによる撮影

ドローンによる目標物までの飛行

例：ドローンによる鉄塔の点検 → 鉄塔以外の構造物の点検にも応用可能
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規制の見直しの障壁のひとつは「技術的検証」

規制所管省庁の垣根を越えて「テクノロジーベースの改革」を推進

(令和４年４月11日 デジタル臨時行政調査会事務局 目視規制や定期検査・点検規制に代替する技術の視察 電気事業におけるドローン活用技術の視察より）



テクノロジーマップとカタログ
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(令和４年６月３日 デジタル臨時行政調査会（第４回）資料１「デジタル原則に照らした規制の一括見直しプラン(案)について」より)



テクノロジーマップの提供価値
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規制所管省庁
に対して

デジタル技術
を保有する事
業者に対して

規制の対象
となる事業者
に 対して

その他民間
企業に対して

特定の規制のデジタル化検討時に、同類型の規制の
デジタル化の方向性も踏まえたうえで、どのような
技術が活用可能であり、その成熟度がどの程度か/
どのような技術的検証が必要か、を容易に把握できる

自身の技術を活用した新たなビジネス機会を把握し、
積極的な市場参入を促すと共に、自らの技術を
カタログに掲載することで、営業ツールとして活用
できるようにする

自身が対象となっている規制にどのような技術活用の
余地があり、実際に技術を活用するためには
どのベンダーにアクセスすれば良いか、を容易に把握
できる

公的な規制と同様のプロセスを実施している企業が、
最新の技術に基づく自身のプロセスのデジタル化余
地を把握し、自社のプロセスの効率化・高付加価値化
を検討するうえでの参考情報とする

（令和４年度(テクノロジーベースの改革のための調査研究（テクノロジーマップ案の作成等）)契約における、ボストンコンサルティンググループからの提供資料）



（参考）関連する記述・発言
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デジタル庁は強力な旗振り役ではありますが、関係各省が新しいテ

クノロジーをキャッチして、自主的にデジタル実装を推進する機運、

体制、仕組みが必要だと思います。具体的に提案させていただきた

いと思います。

目視、実地、対面などを必要としている規制の見直しのために活用

可能なデジタル技術、いわゆるレグテックの進展は著しいものがあ

ります。これらを整理したテクノロジーマップの説明が大臣からあ

りましたが、これを常にアップデートした形で公表し、規制の見直

しに活用可能な技術を誰でも把握可能にして、そして、規制当局が

ある特定の規制を見直す際にテクノロジーマップを参照し、見直す

要件等を明確にした上で、革新的な技術ソリューションを募集しま

す。応募された提案を基に規制当局は技術検証を行い、一定の水準

を満たすと認められたものをカタログ化して公表します。これに

よって特定の規制を代替可能なデジタル技術が一覧化されて、容易

に検索されたり把握されたりすることができるようになります。

こうしたカタログ化により、技術は有するけれども営業力が不足し

ているスタートアップなどの企業も、自社の技術が規制当局から

オーソライズされた形で活用事例も併せて周知が可能になり、大き

なメリットになります。

南場構成員発言
（令和４年３月30日デジタル臨時行政調査会（第３回））

一括見直しプラン
（令和４年６月３日デジタル臨時行政調査会（第４回））

５．取組の展開と応用（地方公共団体への波及やテクノロジー企業の活
用）
（２）テクノロジーマップ/カタログの検討・整備
（テクノロジーマップの整備）
～ 略 ～
今後、アナログ規制の見直しを各府省庁と進めていくには、見直しに活

用可能な企業の技術や活用事例の詳細な情報を整理した、いわゆる「カタ
ログ」も併せて提供することが有用である。
調査会では、～ 略～、具体的に活用される技術等の情報を一覧化し、

規制の見直しに取り組む府省庁や技術を有する企業が、オープンな形で最
新の情報を閲覧できるよう、テクノロジーマップが常に更新され、利用に
供することができる仕組みを検討した上で、テクノロジーマップと技術カ
タログの試行版を速やかに示す。

４．規制の見直しアプローチ
（２）技術的検証を通じた見直し
（技術的検証の必要性）
デジタル技術を活用して規制の見直しを行うには、当該技術を活用した

際にも、安全性や実効性が一定の水準以上を確保できていることが必要で
ある。そのため、安全性や実効性等の観点から、デジタル技術の活用が規
制の目的や目的を果たすための基準等をみたすものか技術的検証が必要で
ある。
（技術的検証スキーム）
調査会では、デジタル技術の安全性や実効性等の確認（技術的検証）が

行われないことによる規制の見直しの停滞を避けるため、技術的検証に係
るコスト等を低減させることで、より容易に技術的検証を実施できる環境
を整備し、これにより、アナログ規制の見直しが一層進むよう、デジタル
技術の安全性や実効性等を効率的な形で検証できるスキームを検討し、令
和４年12月末を目途に具体的な方策を示す。



コンソーシアム 規制所管省庁

テクノロジーマップ整備に向けた検討体制
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作業部会

⚫ テクノロジーマップ／カタ
ログの整備

⚫ 技術の要求性能、性能の確
認方法を調整

⚫ 技術の実証結果の整理、情
報提供

デジタル臨時行政調査会

⚫ テクノロジーマップ／カタ
ログに盛り込むべき技術情
報等を提案・提供

技術検証・評価ＷＧ

⚫ 横断的な見直しに活用可能
な技術を整理

⚫ テクノロジーマップ／カタ
ログをとりまとめ、作業部
会に報告

NEW!

○横断的な規制の見直しに活用可能なデジタル技術を整理し、規制所管省庁等と連携しつつ、
規制の要求事項、デジタル技術の実効性、実現可能性、新事業創出等の観点から、規制の
趣旨・目的を果たすための基準等を満たすか確認し、類似の趣旨・目的の規制への適用可
能性等を検討するため、作業部会の下に、テクノロジーマップ整備に向けた技術検証・評
価ワーキング・グループ（技術検証・評価ＷＧ）を設置する。

○また、技術的検証に係る情報の周知、規制の見直しに活用可能な技術等の提案、検討等を
促進するため、コンソーシアムを組成する。

NEW!
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⚫ 横断的な見直しに活用可能な技術について
✓ 国内・海外の状況を踏まえ、類似の趣旨・目的の規制の見直しに共通して活用可能な技術を精査
✓ 安全性・実効性等の観点から、規制の見直しに活用可能かの確認が必要な技術を精査

⚫ 他の規制分野への応用可能性について
✓ ある規制の見直しに活用された技術を、類似の趣旨・目的の規制に適用する可能性と課題の整理

⚫ テクノロジーマップ、カタログの仕様や利活用のあり方について

⚫ 技術検証・評価ＷＧは、国内外におけるレグテック活用動向や、センサー、ＡＩ、ロボッ
ト制御、ネットワークインフラ等の個別技術の専門知識や応用実態に関する知見を有する
有識者等で構成。

⚫ 議題により、関係省庁や団体等にオブザーバーとして参加を求める。

⚫ 初回は９月上旬以降を予定。その後、月１回程度の頻度で開催。

テクノロジーマップ整備に向けた技術検証・評価ワーキング・グループ

（技術検証・評価ＷＧ）

検討事項（案）

構成

スケジュール



テクノロジーマップ／カタログの仕様
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● テクノロジーマップは、技術リポジトリの「表紙（リンク集）」のような
位置付けで自動生成されるようにすると良いのではないか。

● 当面、カタログの内容は、各技術について、技術的検証の結果や活用の成
功例の解説記事、実際に動く様子の画像・動画、最小限のサンプルコード、
参考文献程度で良いのではないか。

● テクノロジーマップやカタログが自然に発展し続ける状態を目指し、多様
なユーザーからのコントリビューション（pull request）や継続的メンテナ
ンスを想定して、投稿・編集しやすいウェブベースのドキュメント管理シス
テムを用意する必要があるのではないか。

● 技術的検証ニーズの中に、規制所管省庁のシステム整備支援ニーズが含ま
れる可能性があるが、いずれも対象と考えて良いのではないか。
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: 現時点で活用可能な技術 (要技術的検証)

: 将来的に活用の可能性がある技術
（パターン１：規制の類型をより抽象化し、技術の重複を極力排除）

テクノロジーマップのイメージ

（令和４年度(テクノロジーベースの改革のための調査研究（テクノロジーマップ案の作成等）)契約における、ボストンコンサルティンググループからの提供資料）

状態
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: 現時点で活用可能な技術 (要技術的検証)

: 将来的に活用の可能性がある技術
（パターン２：技術領域の広さで対象規制の多さを表現）

テクノロジーマップのイメージ

（令和４年度(テクノロジーベースの改革のための調査研究（テクノロジーマップ案の作成等）)契約における、ボストンコンサルティンググループからの提供資料）
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: 現時点で活用可能な技術 (要技術的検証)

: 将来的に活用の可能性がある技術
（パターン３：規制の７項目を中心に縦軸を設定）

テクノロジーマップのイメージ

（令和４年度(テクノロジーベースの改革のための調査研究（テクノロジーマップ案の作成等）)契約における、ボストンコンサルティンググループからの提供資料）



「未来の教室-EdTechライブラリー

カタログのイメージ
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EdTechライブラリーでは、GIGAスクール構想も踏まえ、学
校でも活用できるEdTechを紹介しています。
現在は「未来の教室」実証事業で使用され、学校向けに展
開しているEdTechを掲載しております。

Microsoft の開発者向けツールとテクノロジに関する詳
細な記事を検索できます。

Microsoft 技術ドキュメント AWSのドキュメント
ユーザーガイド、デベロッパーガイド、API リファレン
ス、チュートリアルなどがあります。



コンソーシアムのイメージ
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先端テクノロジーを有する大企業や中堅中小企業に加え、経済産業省スター
トアップ新市場創出タスクフォース「スタートアップ・サポートコミュニ
ティ」の関係団体等と連携し、テクノロジーマップ／カタログに盛り込むべき
技術情報等をなるべく幅広く提案・提供いただける仕掛けをつくっていく。

＜コンソーシアム開催のイメージ＞

(令和４年８月２日 スタートアップ・サポートコミュニティ懇談会より)

＜連携する団体のイメージ＞

①日本ベンチャーキャピタル協会
②J-Startup J-Startup地域版
③スタートアップ・サポートコミュニティ関係団体
・フィンテック協会
・日本ディープラーニング協会
・日本ブロックチェーン協会
・シェアリングエコノミー協会
・マイクロモビリティ推進協議会
・AI 医療機器協議会
・日本医療ベンチャー協会
・日本スタートアップエコシステム協会
・日本スタートアップ支援協会
・スタートアップスタジオ協会
・Public Meets Innovation ほか


